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１．「新しい経済政策パッケージ」について
（関連資料１参照）

平成29年12月８日に閣議決定された「新しい経済政策パッケージ」に

おいては、少子高齢化という最大の壁に立ち向うため、「生産性革命」

と「人づくり革命」を車の両輪として、2020年に向けて取り組むことと

された。

このうち、「人づくり革命」については、来年10月に予定している消

費税率の引上げによる増収分により、子育て世代、子供たちに大胆に政

策資源を投入することで、社会保障制度をお年寄りも若者も安心できる

全世代型へと改革し、子育て、介護などの現役世代の不安を解消し、希

望出生率1.8、介護離職ゼロの実現を目指すこととしている。

具体的には、待機児童の解消等に向けて、「子育て安心プラン」を２

年前倒しし、2020年度までに32万人分の保育の受け皿を整備するととも

に、そのために必要な保育人材の処遇改善を更に進めること、幼児教育

・保育の無償化について、３歳から５歳児については無償化し、０歳か

ら２歳児についても、住民税非課税世帯を対象として無償化すること等

が盛り込まれた。

本経済政策パッケージに必要な財源については、社会全体で子育て世

代を支援していくとの大きな方向性の中で、個人と企業が負担を分かち

合う観点から、消費税率引上げによる増収分の使い道を見直して活用す

るとともに、経済界に対しても応分の負担をいただき、子ども・子育て

拠出金を0.3兆円増額することとし、拠出金率の上限を引き上げること

等とされた。

２ ．「子ども・子育て支援法の一部を改正する法律案」について
（関連資料２参照）

上記の「新しい経済政策パッケージ」を実現するため、内閣府におい

て、

①保育の需要の増大等に対応するため、一般事業主から徴収する子ども

・子育て拠出金の拠出金率の上限を0.25%から0.45%に引き上げるととも

に、「子育て安心プラン」に基づく、保育の受け皿の整備により増加す

る保育の運営費（０歳～２歳児相当分）に拠出金を充てることを可能と

する観点から、拠出金の充当対象に「子どものための教育・保育給付」

の費用（０歳～２歳児相当分に限る）を加えることとすること。
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②市区町村の待機児童解消等の取組を支援するため、都道府県は関係市

区町村等との協議会を組織できるものとするとともに、国は市区町村が

行う保育の量的拡充及び質の向上を図る事業に対して支援できるものと

すること。

等を内容とする子ども・子育て支援法の一部を改正する法律案を今国

会に提出している。

なお、本法律案の改正等の詳細については、同法律案成立後、地方公

共団体宛て通知することを予定している。

３．平成３０年度における社会保障（子ども・子育て支援）

の充実等について
（関連資料３～６参照）

子ども・子育て支援の充実に関しては、平成30年度においても、引き

続き、子ども・子育て会議資料において「0.7兆円の範囲で実施する事

項」と整理された「質の向上」及び「量的拡充」を実施するため、平成

30年度の「社会保障の充実」に充てられる消費税増収分1.35兆円等のう

ちの0.7兆円程度を充てることとしている。

さらに、平成30年度予算案では、平成29年度に引き続き、消費税財源

以外の財源で実施する「質の向上」項目のうち、保育士の２％の処遇改

善等の実施について盛り込んでいる。

これらにより必要となる地方負担については、地方消費税の増収分も

含め地方財政措置が講じられるものであり、各地方自治体においても積

極的な取組をお願いする。

４．地域子ども・子育て支援事業について

地域子ども・子育て支援事業については、市町村子ども・子育て支援事

業計画に基づいて、その体制整備・事業実施を推進いただいているところ

であるが、平成30年度予算案では、放課後児童クラブの拡充を含め、同計

画を踏まえた「量的拡充」及び「質の向上」などを実施するための経費と

して、1,188億円を内閣府において計上しているところである。

本年度の子ども・子育て支援交付金の執行状況をみると、必ずしも計画

どおりに進捗していない事業も見受けられることから、市町村におかれて

は引き続き積極的な取組をお願いしたい。また、都道府県におかれても、
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必要な予算を確保いただくなど円滑な事業の実施に向けた支援をお願いし

たい。

なお、地域子ども・子育て支援事業の実施に要する経費に対する国の補

助については、「子ども・子育て支援交付金の交付について」（平成28年

７月20日府子本第474号）により行ってきたところであるが、本交付要綱

において定めている国庫補助基準額を下回る金額により、民間法人等に対

する補助等を行っている事例も見受けられるところである。補助額は、事

業に従事する職員の人件費をはじめとした事業の実施体制に大きく影響を

与えるものであり、各地方公共団体において適切な対応をお願いしたい。
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［関連資料：総務課・少子化総合対策室］
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１
．
幼

児
教
育
の
無
償
化

・
幼
児
教
育
の
無
償
化
を
一
気
に
加
速
。
３
歳
か
ら
５
歳
ま
で
の
す
べ
て
の

子
供
た
ち
の
幼
稚
園
、
保
育
所
、
認
定
こ
ど
も
園
の
費
用
を
無
償
化
。

・
幼
稚
園
、
保
育
所
、
認
定
こ
ど
も
園
以
外
の
無
償
化
措
置
の
対
象
範
囲

等
に
つ
い
て
は

、
専
門
家
の
声
も
反
映
す
る
検
討
の
場
を
設
け
、
現
場
及

び
関
係
者
の
声
に
丁
寧
に
耳
を
傾
け
つ
つ
、
保
育
の
必
要
性
及
び
公
平

性
の
観
点
か
ら
、
来
年
夏
ま
で
に
結
論
を
出
す
。

・
０
歳
～

２
歳
児
に
つ
い
て
も
、
当
面
、
住
民
税
非
課
税
世
帯
を
対
象
と
し
て

無
償
化
。

・
消
費
税
率
引
上
げ
の
時
期
と
の
関
係
で
増
収
額
に
合
わ
せ
て
、

2
0

1
9
年

４
月
か
ら
一
部
を
ス
タ
ー
ト
し
、

2
0

2
0
年
４
月
か
ら
全
面
的
に
実
施
。

２
．
待

機
児
童
の
解
消

・
「
子
育
て
安
心
プ
ラ
ン
」
を
前
倒
し
し
、
2
0
2
0
年
度
末
ま
で
に
3
2
万

人
分
の
受
け
皿
整
備
。

・
2
0
1
8
年
度
（
来
年
度
）
か
ら
早
急
に
実
施
。

・
保
育
士
の
確
保
や
他
産
業
と
の
賃
金
格
差
を
踏
ま
え
た
処
遇
改

善
に
更
に
取
り
組
む
。
今
年
度
の
人
事
院
勧
告
に
伴
う
賃
金
引
上

げ
に
加
え
、
2
0
1
9
年
４
月
か
ら
更
に
１
％
（
月
3
0
0
0
円
相
当
）
の
賃

金
引
上
げ
。

「
新

し
い
経

済
政

策
パ

ッ
ケ
ー
ジ
」
（
人

づ
く
り
革

命
）
＜

子
ど
も
家

庭
局

関
係

抜
粋

＞

３
．
高

等
教
育
の
無
償
化

（
略

）

４
．
私

立
高
等
学
校
の
授
業
料
の
実
質
無
償
化

（
略

）

５
．
介

護
人
材
の
処
遇
改
善

（
略

）

８
．
来

年
夏
に
向
け
て
の
検
討
継
続
事
項

（
１
）
リ
カ
レ
ン
ト
教
育

（
略

）
（
２
）
H
E
C
S
等
諸
外
国
の
事
例
を
参
考
と
し
た
検
討

（
略

）
（
３
）
全

世
代
型
社
会
保
障
の
更
な
る
検
討

・
今
後
、
2
0
1
9
年
1
0
月
の
消
費
税
増
税
後
の
全

世
代
型
社
会
保
障
の
更
な
る
実
現
に
向
け
、
少

子
化
対
策
と
し
て
更
に
必
要
な
施
策
を
検
討
す

る
一
方
、
そ
の
財
源
に
つ
い
て
も
、
「
社
会
全
体

で
負
担
す
る
」
と
の
理
念
の
も
と
、
財
政
の
効
率

化
、
税
、
新
た
な
社
会
保
険
方
式
の
活
用
、
企
業

負
担
の
あ
る
べ
き
姿
を
含
め
併
せ
て
検
討
。

６
．
こ
れ

ら
の

施
策
を
実
現
す
る
た
め
の
安
定
財
源

・
社
会
保
障
の
充
実
と
財
政
健
全
化
の
バ
ラ
ン
ス
を
取
り
つ
つ
、
安
定
財
源
と
し
て
、

2
0
1
9
年
1
0
月
に
予
定
さ
れ
る
消
費
税
率
1
0
％
へ
の
引
上
げ
に
よ
る
増
収
分
を
①
教

育
負
担
の
軽
減
・
子
育
て
層
支
援
・
介
護
人
材
の
確
保
等

と
、
②
財
政
再
建

と
に
、

そ
れ
ぞ
れ
概
ね
半
分
ず
つ
充
当
。
①
に
つ
い
て
新
た
に
生
ま
れ
る
1
.7
兆
円
程
度
を
、

上
記
１
．
２
．
３
．
及
び
５
．
に
充
て
る
。
人
づ
く
り
革
命
の
政
策
は
、
消
費
税
率
1
0
％

へ
の
引
上
げ
を
前
提
と
し
て
、
実
行
。

・
子
ど
も
・
子
育
て
拠
出
金
を

0
.3
兆
円
増
額
。
法
律
で
定
め
ら
れ
た
拠
出
金
率
の
上

限
を

0
.2

5
%
か
ら

0
.4

5
%
に
変
更
し
、

0
.3
兆
円
の
増
額
分
は
、

2
0

1
8
年
度
か
ら
実
施

す
る
「
子
育
て
安
心
プ
ラ
ン
」
の
実
現
に
必
要
な
企
業
主
導
型
保
育
事
業
と
保
育
の

運
営
費
に
充
て
る
こ
と
と
し
、
そ
の
た
め
の
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法
の
改
正
法
案
を

次
期
通
常
国
会
に
提
出
。

７
．
財

政
健
全
化
と
の
関
連

（
略

）

資料１
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待
機

児
童

解
消

に
向

け
た

「
子

育
て

安
心

プ
ラ

ン
」

の
実

施
�

�
総 合 的 子 育 て 支 援 � 両 立 支 援 ・ 働 き 方 改 革 � �

少
子

化
対

策
の

総
合

的
な

展
開
�

【
こ
れ
ま
で
の
取
組
】
�

【
今
後
に
向
け
た
取
組

】
�

妊
娠
・

出
産
�

・
子
育

て
へ

の
支
援
�

特
別

な
配

慮
が

必
要

な
子

ど
も

・
家

庭
へ

の
支

援
�

○
「

正
社

員
転

換
・

待
遇
改

善
実

現
プ

ラ
ン

」
（

�
�
��
年
１

月
）
�

○
若

者
雇

用
促

進
法

�
○

年
金

改
革

法
�

�
�

�
�

○
女

性
活

躍
推

進
法

�

○
子

育
て

世
代

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

�
�

の
普

及
�

○
不

妊
治

療
助

成
の

実
施

�

○
待

機
児

童
解

消
加

速
化
プ

ラ
ン

の
前

倒
し

（
��
万
人
分
→
��
万
人
分
）
�

○
「

切
れ

目
の

な
い

保
育
の

た
め

の
対

策
に

つ
い

て
」

（
�
�
�
�
年
�月

）
�

○
育

児
・

介
護

休
業

法
改
正

（
保
育
所

に
入
れ
な
い
等
の
場
合
の
育
休
の
延
長
）
�

○
企

業
主

導
型

保
育

事
業
の

創
設

等
�

若
者
の
雇
用
�

・
経
済
的

基
盤

の
改
善

�

育
児
休

業
と

保
育
の

切
れ

目
な
い

保
障

�

○
「

す
く

す
く

サ
ポ

ー
ト
・

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

（
す

べ
て

の
子

ど
も

の
安

心
と

希
望

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
）

」
（
�
�
�
�
年

�
�
月
）
�

○
児

童
福

祉
法

改
正

（
�
��
�
年
、
�
��
�

年
）
�

非
正

規
雇
用

を
は

じ
め
と

す
る

女
性
の

就
業

継
続
の

支
援

�

○
育

児
・

介
護

休
業

法
改
正

�
○

企
業

主
導

型
保

育
事

業
の

創
設

等
�

希 望 出 生 率 � ･ � � 一 億 総 活 躍 社 会 の 実 現 �

○
子

ど
も

・
高

齢
者

・
障

害
者

な
ど

す
べ

て
の

人
々

が
、

１
人

ひ
と

り
の

暮
ら

し
と

�
�

生
き

が
い

、
地

域
を

と
も

に
創

っ
て

い
く

社
会

を
実

現
�

○
公
的
支
援
の
「
縦
割
り
」
か
ら
「
丸
ご
と
」
へ
の
転
換
�

○
放

課
後

児
童

ク
ラ

ブ
の

拡
充

と
支

援
員

の
処

遇
改

善
�

○
非

正
規

雇
用

労
働

者
の

育
児

休
業

取
得

促
進

�

○
長

時
間

労
働

の
是

正
等

（
労
働
基
準
法
改
正
法
案
の
早
期
成
立
、
３
６
協
定
の
再
検
討
等
）
�

○
同
一
労
働
同
一
賃
金
の
実
現
�

○
若

者
の

就
職

支
援

、
正

社
員

転
換

・
待

遇
改

善
�

○
被

用
者

保
険

の
適

用
拡

大
の

促
進

�
○

女
性

活
躍

推
進

�

働
き

方
改

革
の

推
進

�
�

�

○
児

童
虐

待
の

発
生

予
防

か
ら

自
立

支
援

ま
で

の
総

合
的

な
対

策
の

推
進

�
○

小
児

・
周

産
期

医
療

提
供

体
制

の
更

な
る

整
備

促
進

�
○

「
す

く
す

く
サ

ポ
ー

ト
・

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

」
推

進
�

○
児

童
扶

養
手

当
の

所
得

制
限

限
度

額
引

上
げ

及
び

支
給

回
数

の
増

�
○

子
育

て
世

代
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
の

全
国

展
開

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

○
子

ど
も

家
庭

支
援

、
働

き
方

改
革

な
ど
を
強

力
推

進
、

推
進

体
制

の
抜

本
的

強
化

�
○
児
童
虐
待
防
止
対
策
に
関
す
る
省
内
推
進
本
部
、
関
係
府
省
庁
連
絡
会
議
、
地
方
自
治
体
と

の
緊
密
連
携
等
に
よ
る
総
合
的
な
取
組
推
進

推
進
体
制
の

抜
本
的
強
化
�

「
地
域
共
生
社
会
」
へ
の
パ
ラ
ダ
イ
ム
シ
フ
ト
�

ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
の
成
果
活
用
等
に
よ
る
持
続
的
成
長
と
分
配
の
好
循
環
の
推
進
�

両
立

支
援

の
推

進
�

�

「
人

づ
く

り
革

命
」

の
断

行
�

�
○
幼
児
教
育
・
保
育
の
無
償
化
�

総
合

的
子

育
て

支
援

の
推

進
�

�

○
多

様
な

保
育

の
提

供
を

含
め

た
保

育
の

受
け

皿
の

更
な

る
拡

大
�

○
保

護
者

の
ニ

ー
ズ

を
か

な
え

る
「

保
育

コ
ン

シ
ェ

ル
ジ

ュ
」

の
展

開
�

○
総

合
的

な
保

育
人

材
の

確
保

、
保

育
士

等
の

処
遇

改
善

の
実

施
�

20
18
（
平
成

30
）
年
１
月
中
旬

各
部
局
に
も
確
認
し
、
更
新

 
（
全
国
厚
生
労
働
部
局
長
会

議
資
料
と
し
て
使
用
）
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⼦
ど
も
・
⼦
育
て
⽀
援
法
の
⼀
部
を
改
正
す
る
法
律
案
の
概
要

保
育
の
需
要
の
増
⼤
等
に
対
応
す
る
た
め
、
⼀
般
事
業
主
か
ら
徴
収
す
る
拠
出
⾦
の
率
の
上
限
を
引
き
上
げ
る
と
と
も
に
、
当
該
拠
出
⾦

を
子
ど
も
の
た
め
の
教
育
・
保
育
給
付
の
費
用
の
一
部
に
充
て
る
こ
と
と
す
る
等
の
措
置
を
講
ず
る
。

平
成
3
０
年
４
⽉
１
⽇
（
予
定
）

１
．
事
業
主
拠
出
⾦
の
率
の
上
限
の
引
上
げ

○
⼀
般
事
業
主
か
ら
徴
収
す
る
拠
出
⾦
率
の
上
限
を
0
.2
5
%
か
ら
0
.4
5
%
に
引
き
上
げ
る
。

２
．
事
業
主
拠
出
⾦
の
充
当
対
象
の
拡
⼤

○
「
⼦
育
て
安
⼼
プ
ラ
ン
」
に
基
づ
き
増
加
す
る
保
育
の
運
営
費
（
０
歳
〜
２
歳
児
相
当
分
）
に
拠
出
⾦
を
充
て
る
こ
と
を
可
能
と

す
る
観
点
か
ら
、
事
業
主
拠
出
⾦
の
充
当
対
象
に
⼦
ど
も
の
た
め
の
教
育
・
保
育
給
付
の
費
⽤
（
０
歳
〜
２
歳
児
相
当
分
に
限
る
）

を
加
え
る
。

３
．
待
機
児
童
解
消
等
の
取
組
の
支
援

○
市
区
町
村
の
待
機
児
童
解
消
等
の
取
組
を
支
援
す
る
た
め
、
都
道
府
県
は
関
係
市
区
町
村
等
と
の
協
議
会
を
組
織
で
き
る
も
の
と

す
る
と
と
も
に
、
国
は
市
区
町
村
が
⾏
う
保
育
の
量
的
拡
充
及
び
質
の
向
上
を
図
る
事
業
に
対
し
て
⽀
援
で
き
る
も
の
と
す
る
。

※
１
〜
３
の
ほ
か
、
特
別
会
計
に
関
す
る
法
律
（
平
成
1
9
年
法
律
第
2
3
号
）
に
お
い
て
、
年
⾦
特
別
会
計
の
⼦
ど
も
・
⼦
育
て
⽀
援

勘
定
の
歳
出
項
⽬
に
⼦
ど
も
の
た
め
の
教
育
・
保
育
給
付
を
追
加
す
る
等
の
所
要
の
改
正
を
⾏
う
。

概
要

施
⾏
期
⽇

資料２
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○
消
費
税
率
引
上
げ
に
よ
る
増
収
分
は
、
全
て
社
会
保
障
の
充
実
・
安
定
化
に
向
け
る
。

○
社
会
保
障
の
安
定
財
源
確
保
と
財
政
健
全
化
の
同
時
達
成
を
目
指
す
観
点
か
ら
、
平
成
3
0
年
度
の
増
収
額
8
.4
兆
円
に
つ
い
て
は
、

①
ま
ず
基
礎
年
⾦
国
庫
負
担
割
合
２
分
の
１
に
3
.2
兆
円
を
向
け
、

②
残
額
を

・
「
社
会
保
障
の
充
実
」
及
び
「
消
費
税
率
引
上
げ
に
伴
う
社
会
保
障
４
経
費
の
増
」
と

・
「
後
代
へ
の
負
担
の
つ
け
回
し
の
軽
減
」

に
概
ね
１
：
２
で
按
分
し
た
額
を
そ
れ
ぞ
れ
に
向
け
る
。

○
基
礎
年
⾦
国
庫
負
担
割
合
２
分
の
１

（
平
成
2
4
・
2
5
年
度
の
基
礎
年
⾦
国
庫
負
担
割
合
２
分
の
１
の
差
額
に
係
る
費
⽤
を
含
む
）

○
社
会
保
障
の
充
実

・
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
の
充
実

・
医
療
・
介
護
の
充
実

・
年
⾦
制
度
の
改
善

○
消
費
税
率
引
上
げ
に
伴
う
社
会
保
障
４
経
費
の
増

・
診
療
報
酬
、
介
護
報
酬
、
年
⾦
、
⼦
育
て
⽀
援
等
に
つ
い
て
の
物
価
上
昇
に
伴
う
増

○
後
代
へ
の
負
担
の
つ
け
回
し
の
軽
減

・
高
齢
化
等
に
伴
う
自
然
増
を
含
む
安
定
財
源
が
確
保
で
き
て
い
な
い
既
存
の
社
会
保
障
費

〈
3
0
年
度
消
費
税
増
収
分

の
内

訳
〉

（
注
１
）
金
額
は
公
費
（
国
及

び
地
方

の
合

計
額

）
で
あ
る
。

（
注

２
）
上

記
の

社
会

保
障

の
充

実
に
係

る
消

費
税

増
収

分
（
1
.3
5
兆

円
）
と
社

会
保

障
改

革
プ
ロ
グ
ラ
ム
法

等
に
基

づ
く
重

点
化

・
効

率
化

に
よ
る
財

政
効

果
（
▲

0
.5
1
兆

円
）
を
活

用
し
、
社

会
保

障
の
充
実
（
1
.8
7
兆

円
）
の
財

源
を
確

保
。

平
成

3
0
年

度
の

社
会

保
障

の
充

実
・
安

定
化

に
つ
い
て

3
.
2
兆

円

1
.
3
5
兆

円

0
.
3
9
兆

円

3
.
4
兆

円

《
増
収
額
計
：
8
.4
兆
円
》

資料３
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子
ど
も
・
子

育
て
支

援
の

充
実

○
子

ど
も

・
子

育
て

支
援

新
制

度
の

推
進

に
よ

り
、

す
べ

て
の

子
ど

も
・

子
育

て
家

庭
を

対
象

に
、

市
町

村
が

実
施

主
体

と
な

り
、

教
育

・
保

育
、

地
域

の
子

ど
も

・
子

育
て

支
援

の
量

及
び

質
の

充
実

を
図

る
。

（
参

考
）

子
ど

も
・

子
育

て
支

援
新

制
度

に
お

け
る

量
及

び
質

の
充

実
＜

量
的

拡
充

＞
市

町
村

子
ど

も
・

子
育

て
支

援
事

業
計

画
に

基
づ

き
、

教
育

・
保

育
、

地
域

の
子

ど
も

・
子

育
て

支
援

の
計

画
的

な
事

業
量

の
拡

充
を

図
る

。
＜

質
の

向
上

＞
子

ど
も

・
子

育
て

支
援

新
制

度
の

基
本

理
念

で
あ

る
、

質
の

高
い

教
育

・
保

育
、

地
域

の
子

ど
も

・
子

育
て

支
援

の
実

現
を

図
る

。

Ⅰ
．
子

ど
も
・
子

育
て
支

援
新

制
度

の
実

施
平

成
3
0
年

度
所

要
額

（
公

費
）

6
,5
2
6
億

円

・
施

設
型

給
付

、
委

託
費

（
認

定
こ

ど
も

園
、

幼
稚

園
、

保
育

所
に

係
る

運
営

費
）

☆

・
地

域
型

保
育

給
付

（
家

庭
的

保
育

、
小

規
模

保
育

、
事

業
所

内
保

育
、

居
宅

訪
問

型
保

育
に

係
る

運
営

費
）

☆

子
ど

も
の

た
め

の
教

育
・

保
育

給
付

市
町

村
が

地
域

の
実

情
に

応
じ

て
実

施
す

る
事

業
を

支
援

。

・
利

用
者

支
援

事
業

☆
・

延
長

保
育

事
業

・
放

課
後

児
童

健
全

育
成

事
業

・
地

域
子

育
て

支
援

拠
点

事
業

・
一

時
預

か
り

事
業

☆

・
病

児
保

育
事

業
☆

・
子

育
て

援
助

活
動

支
援

事
業

（
フ

ァ
ミ

リ
ー

・
サ

ポ
ー

ト
・

セ
ン

タ
ー

事
業

）
等

地
域

子
ど

も
・

子
育

て
支

援
事

業

（
☆

は
子

育
て

安
心

プ
ラ

ン
の

取
組

と
し

て
も

位
置

づ
け

）

○
児

童
養

護
施

設
等

で
の

家
庭

的
な

養
育

環
境

（
小

規
模

グ
ル

ー
プ

ケ
ア

、
グ

ル
ー

プ
ホ

ー
ム

等
）

の
推

進
な

ど
、

質
の

向
上

を
図

る
。

○
児

童
養

護
施

設
等

の
受

入
児

童
数

の
拡

大
（

虐
待

を
受

け
た

子
ど

も
な

ど
社

会
的

養
護

が
必

要
な

子
ど

も
の

増
加

へ
の

対
応

）

Ⅱ
．
社

会
的

養
護

の
充

実
平

成
3
0
年
度

所
要

額
（
公

費
）

4
1
6
億

円

資料４
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事
項

事
業

内
容

平
成

3
0
年

度
予

算
案

（
参

考
）

平
成

2
9
年

度
予

算
額

国
分

地
方

分

子
ど
も
・
子
育
て
支
援

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
新
制
度
の
実
施

6
,5
2
6

2
,9
8
5

3
,5
4
1

6
,5
2
6

社
会
的
養
護
の
充
実

4
1
6

2
0
8

2
0
8

4
1
6

育
児
休
業
中
の
経
済
的
支
援
の
強
化

1
7

1
0

6
1
7

医 療 ・ 介 護

医
療
・
介
護
サ
ー
ビ
ス

の
提
供
体
制
改
革

病
床
の
機
能
分
化
・
連
携
、
在
宅
医
療
の
推
進
等

・
地
域
医
療
介
護
総
合
確
保
基
金
（
医
療
分
）

・
診
療
報
酬
改
定
に
お
け
る
消
費
税
財
源
等
の
活
用
分

9
3
4

4
7
3

6
2
2

3
3
5

3
1
1

1
3
8

9
0
4

4
4
2

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
構
築

・
地
域
医
療
介
護
総
合
確
保
基
金
（
介
護
分
）

・
平
成
27
年
度
介
護
報
酬
改
定
に
お
け
る
消
費
税
財
源
の
活
用
分

（
介
護
職
員
の
処
遇
改
善
等
）

・
在
宅
医
療
・
介
護
連
携
、
認
知
症
施
策
の
推
進
な
ど
地
域
支
援
事
業
の
充
実

7
2
4

1
,1
9
6

4
3
4

4
8
3

6
0
4

2
1
7

2
4
1

5
9
2

2
1
7

7
2
4

1
,1
9
6

4
2
9

医
療
・
介
護
保
険

制
度
の
改
革

国
民
健
康
保
険
等
の
低
所
得
者
保
険
料
軽
減
措
置
の
拡
充

6
1
2

0
6
1
2

6
1
2

国
民
健
康
保
険
へ
の
財
政
支
援
の
拡
充

・
低
所
得
者
数
に
応
じ
た
自
治
体
へ
の
財
政
支
援

1
,6
6
4

8
3
2

8
3
2

1
,6
6
4

・
保
険
者
努
力
支
援
制
度
等

（
基
金
取
り
崩
し
分
に
よ
る
措
置
を
含
め
た
総
額
）

1
,5
2
7

（
1
,6
9
7
）

1
,5
2
7

0
8
0
0

・
財
政
安
定
化
基
金
の
造
成

1
6
0

1
6
0

0
1
,1
0
0

被
用
者
保
険
の
拠
出
金
に
対
す
る
支
援

7
0
0

7
0
0

0
7
0
0

7
0
歳
未
満
の
高
額
療
養
費
制
度
の
改
正

2
4
8

2
1
7

3
1

2
4
8

介
護
保
険
の
１
号
保
険
料
の
低
所
得
者
軽
減
強
化

2
4
6

1
2
3

1
2
3

2
2
1

難
病
・
小
児
慢
性

特
定
疾
病
へ
の
対
応

難
病
・
小
児
慢
性
特
定
疾
病
に
係
る
公
平
か
つ
安
定
的
な
制
度
の
運
用

等
2
,0
8
9

1
,0
4
4

1
,0
4
4

2
,0
8
9

年
金

年
金
受
給
資
格
期
間
の
2
5
年
か
ら
1
0
年
へ
の
短
縮

6
4
4

6
1
8

2
6

2
5
6

遺
族
基
礎
年
金
の
父
子
家
庭
へ
の
対
象
拡
大

5
0

4
7

3
4
4

合
計

1
8
,6
5
9

1
0
,7
3
2

7
,9
2
7

1
8
,3
8
8

平
成

3
0
年

度
に
お
け
る
「
社

会
保

障
の

充
実

」
（
概

要
）

（
注

１
）
金

額
は

公
費

（
国

及
び
地

方
の

合
計

額
）
。
計

数
は

、
四

捨
五

入
の

関
係

に
よ
り
、
端

数
に
お
い
て
合

計
と
合

致
し
な
い
も
の

が
あ
る
。

（
注
２
）
消

費
税

増
収

分
（
1
.3
5
兆

円
）
と
社

会
保

障
改

革
プ
ロ
グ
ラ
ム
法
等
に
基
づ
く
重
点
化
・
効
率
化
に
よ
る
財
政
効
果
（
▲

0.
5
1
兆

円
）
を
活

用
し
、
上

記
の

社
会

保
障

の
充

実
（
1.
8
7
兆

円
）
の

財
源

を
確

保
。

（
注

３
）
保

育
士

の
処

遇
改

善
に
つ
い
て
は

、
「
社

会
保

障
の

充
実

」
に
お
け
る
全

職
員

を
対

象
と
し
た
３
％

の
処

遇
改

善
を
実

施
（
平

成
2
7
年

度
）
。
こ
の

ほ
か

、
「社

会
保

障
の

充
実

」
と
は

別
に
、
平

成
2
9年

度
か

ら
全

職
員

を
対

象
と
し
た

２
％

の
処

遇
改

善
を
行

う
と
と
も
に
技

能
・
経

験
に
応

じ
た
月

額
最

大
４
万

円
の

処
遇

改
善

を
行

う
な
ど
、
取

組
を
進

め
て
い
る
。

（
注

４
）
「
子

ど
も
・
子

育
て
支

援
新

制
度

の
実

施
」
の

国
分

に
つ
い
て
は

全
額

内
閣

府
に
計

上
。

（
注

５
）
「
育

児
休
業

中
の

経
済

的
支
援
の
強
化
」
の
国
分
の

う
ち
、
雇
用
保
険
の
適
用
分

（
1
0
億

円
）
は

厚
生

労
働

省
、
国

共
済

組
合

の
適

用
分

（
0.
2
億

円
）
は

各
省

庁
に
計

上
。

（
注

６
）
平
成

2
9
年

度
に
特

例
的

に
積

み
立

て
た
財

政
安

定
化

基
金

の
一

部
も
活

用
し
て
、
保

険
者

努
力

支
援

制
度

等
の

支
援

に
必

要
な
約

1
,7
0
0
億

円
は

確
保

。

（
注

４
）

（
注

５
）

（
単

位
：
億

円
）

（
注

６
）

（
注

３
）
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量
的

拡
充

質
の

向
上

所
要

額
４

，
２

５
８

億
円

２
，

６
８

４
億

円

主
な

内
容

○
認

定
こ

ど
も

園
、

幼
稚

園
、
保

育
園
、

地
域

型
保

育
の

量
的

拡
充

（
待

機
児

童
解

消
加

速
化

プ
ラ

ン
の
推

進
等

）

○
３

歳
児

の
職

員
配
置

を
改

善
（

２
０
：

１
→

１
５

：
１
）

○
私

立
幼

稚
園

・
保
育

園
等

・
認

定
こ
ど

も
園

の
職

員
給
与

の
改
善

（
３

％
）

○
保

育
標

準
時

間
認
定

に
対

応
し

た
職
員

配
置

の
改

善
○
研

修
機

会
の

充
実

○
小

規
模

保
育

の
体

制
強
化

○
減

価
償

却
費

、
賃
借

料
等

へ
の

対
応

な
ど

○
地

域
子

ど
も

・
子

育
て
支

援
事

業
の
量

的
拡

充
（

地
域

子
育

て
支

援
拠
点

、
一

時
預
か

り
、

放
課

後
児

童
ク

ラ
ブ

等
）

○
放

課
後

児
童

ク
ラ
ブ

の
充

実
○
病

児
・

病
後

児
保
育

の
充

実
○
利

用
者

支
援

事
業
の

推
進

な
ど

○
社

会
的

養
護

の
量
的

拡
充

○
児

童
養

護
施

設
等
の

職
員

配
置

を
改
善

（
５

．
５

：
１
→

４
：

１
等

）
○
児

童
養

護
施

設
等
で

の
家

庭
的

な
養
育

環
境

の
推

進
○
民

間
児

童
養

護
施
設

等
の

職
員

給
与
の

改
善

（
３

％
）

な
ど

量
的

拡
充

・
質

の
向

上
合

計
６

，
９

４
２

億
円

○
「

０
．

７
兆

円
の

範
囲

で
実

施
す

る
事

項
」

と
し

て
整

理
さ

れ
た

「
質

の
向

上
」

の
事

項
に

つ
い

て
は

、

平
成

３
０

年
度

予
算

（
案

）
に

お
い

て
も

引
き

続
き

全
て

実
施

。

平
成
３

０
年
度
に
お
け
る

子
ど

も
・

子
育

て
支

援
の

「
量
的

拡
充

」
と

「
質

の
向

上
」

項
目

○
子

ど
も

・
子

育
て

支
援

の
「

量
的

拡
充

」
と

「
質

の
向

上
」

を
実

現
す

る
た

め
に

は
「

１
兆

円
超

」
の

財
源

が
必

要
と

さ
れ

た
と

こ
ろ

で
あ

り
、

政
府

に
お

い
て

は
、

引
き

続
き

、
そ

の
確

保
に

最
大

限
努

力
す

る
。
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